（様式2）
日本型教育の海外展開推進事業　パイロット事業　提案内容
[bookmark: _GoBack]パイロット事業での支援を申請する団体は、本様式に沿って、以下の項目を全て記載すること。（複数団体が共同して申請する場合は、全体で1件として申請すること。）
文量に制限は特に設けないが、できるかぎり簡潔に記載すること。
本様式に従ってA4縦5枚以内で作成することを原則とするが、これによりがたい場合には、一部をA4横で作成することも可とする。（【記載いただきたい事項】は削除して提出すること）
必要に応じて写真・図表を用いても構わない。
パイロット事業による支援は2016～2017年度の2ヵ年に渡って継続する予定（但し、国の財政等の状況により、2017年度の支援を保証するものではない）であるので、本提案で説明する事業においてもそれを踏まえて記載すること。
本提案で説明する事業とは、パイロット事業期間中（2016～2017年度）の取り組みだけに限らず、海外展開する教育事業の全体像を想定すること。

	１．事業名

	


	２．事業の実施体制

	【記載いただきたい事項】
本提案事業の実施体制（全体の代表者・代表組織、関係機関の参加状況など）を図等も用いて具体的に記載すること。特に複数団体で共同して実施する場合には、各団体の関係・分担を明確にすること。
代表組織の詳細（従業員数、財務状況、本事業の担当者など）については様式4にて示すこと（本様式での記載の必要はない）。
本提案事業を効果的に推進するための工夫が示せることが望ましい。（複数団体の共同による相互補完的な実施体制、団体間の連携・情報共有を円滑化するための工夫　など）

	





	３．ターゲットとする国・地域および展開する事業内容

	【記載いただきたい事項】
＜事業概要＞では、本提案事業の対象となる国・地域や、そこで展開する教育コンテンツを含めた事業内容の全体像を具体的に記載すること。国・地域によって展開する事業内容が異なる場合は、それぞれを区別して記載すること。また、支援期間（2016～2017年度）終了後の事業展開についても大まかな見通しを示すこと。
＜2016年度＞＜2017年度＞では、＜事業概要＞の中で、各年度内に実施する範囲を明示すること。また、その中で、本パイロット事業により受ける経費を用いた活動を、提案者が自己負担で実施する活動と明確に区分して示すこと。
展開する事業内容の中で、申請団体が「日本型教育」と考えるものを明確に示すこと。
現地での事業環境（競合の存在、現地政府・自治体などとの関係性、現地ニーズとの合致など）を適切に把握・分析した上での計画であることが望ましい。
支援期間終了後も、継続して当該国・地域での本提案事業の効果的な展開・普及を進めるための工夫がなされていることが望ましい。（中長期的な自立的展開のための取り組み、国内の関係機関（JICA、JETROなど）との連携、現地事業者とのパートナーシップ構築　など）

	＜事業概要＞



＜2016年度＞



＜2017年度＞




	４．提案事業での達成目標、アウトプット

	【記載いただきたい事項】
本提案事業において、2016年度末および2017年度末のそれぞれで何を達成しているか、どのような成果（アウトプット）が得られるかを、検証可能な形で具体的に示すこと。

	＜2016年度末での達成目標、アウトプット＞



＜2017年度末での達成目標、アウトプット＞




	５．提案事業により期待される効果（アウトカム）

	【記載いただきたい事項】
本提案事業を展開することによって期待される効果を、具体的かつ根拠を持って示すこと（支援期間終了後も含んだ、中長期的な効果でも構わない）。
そうした効果が、「日本型教育の海外展開事業（EDU-Portニッポン）」の趣旨に合致していることを示すこと。
期待される効果は、より幅広い範囲へインパクトをもたらすことが望ましい。（日本全体や国内の関係団体への影響、現地でのインパクト　など）

	




	６．スケジュール

	【記載いただきたい事項】
本提案事業のスケジュールを具体的に示すこと。その際、＜2016年度中＞＜2017年度中＞＜2018年度以降＞に区分してスケジュールを示すこと。特に、パイロット事業期間中（2016年度～2017年度）の取り組みに関しては詳しく示すこと。＜2018年度以降＞については大まかに示せばよい。
スケジュールは現実的・効率的なものであることを示すことが望ましい。

	＜2016年度中＞



＜2017年度中＞



＜2018年度以降＞




	【参考１】パイロット事業に期待する支援内容

	【記載いただきたい事項】
パイロット事業として採択された場合、政府や公的機関などに期待する支援内容を具体的に記載すること。
※本項目は、今後の「日本型教育の海外展開事業」の検討で参考とするが、審査結果に直接影響はしない（但し、回答は必須）。

	




	【参考２】採択後の新たな挑戦

	【記載いただきたい事項】
申請する実施計画に加え、現段階では実現可能性は低いが新たに挑戦したいことがあれば記載することが望ましい。（「採択されたら新たに○○に挑戦したい」「○○を実現するため、今まで連携経験のない、○○ができる組織と連携したい」など、意欲的なアイディアを期待。）
※本項目は、今後の「日本型教育の海外展開事業」の検討で参考とするが、審査結果に直接影響はしない（但し、回答は必須）。
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